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1. 平成31年3月期第1四半期の連結業績（平成30年4月1日～平成30年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年3月期第1四半期 19,958 26.3 △1,337 ― △921 ― △732 ―

30年3月期第1四半期 15,801 △17.2 △2,169 ― △2,017 ― △2,125 ―

（注）包括利益 31年3月期第1四半期　　△963百万円 （―％） 30年3月期第1四半期　　△1,681百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

31年3月期第1四半期 △7.58 ―

30年3月期第1四半期 △21.99 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

31年3月期第1四半期 108,268 35,988 33.2 372.45

30年3月期 114,629 37,387 32.6 386.92

（参考）自己資本 31年3月期第1四半期 35,988百万円 30年3月期 37,387百万円

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、前連結会
計年度に係る総資産および自己資本比率は、当該会計基準等を溯って適用した後の数値となっております。

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

30年3月期 ― 3.50 ― 4.50 8.00

31年3月期 ―

31年3月期（予想） 4.50 ― 9.00 ―

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

当社は、平成30年10月１日を効力発生日として普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施する予定であるため、平成31年３月期（予想）の１株当たり期
末配当金については、当該株式併合の影響を考慮した金額を記載し、年間配当金合計は「―」として記載しております。株式併合を考慮しない場合の平成31年
３月期（予想）の１株当たり期末配当金は４円50銭となり、１株当たり年間配当金は９円となります。詳細については、「業績予想の適切な利用に関する説明、そ
の他特記事項」をご覧ください。



3. 平成31年 3月期の連結業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 49,000 20.4 300 ― 600 ― 0 ― 0.00

通期 110,000 5.2 5,200 32.4 5,500 26.1 4,000 △11.7 82.79

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

当社は、平成30年10月１日を効力発生日として普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施する予定であります。平成31年３月期の連結業績予想におけ
る１株当たり当期純利益については、当該株式併合の影響を考慮しております。詳細については、「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」を
ご覧ください。



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 31年3月期1Q 97,715,600 株 30年3月期 97,715,600 株

② 期末自己株式数 31年3月期1Q 1,087,849 株 30年3月期 1,087,451 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 31年3月期1Q 96,627,903 株 30年3月期1Q 96,629,543 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社および当社グループが現時点で入手可能な情報から得られた判断に基づいております
が、リスクや不確実性を含んでおります。実際の業績は、当社の取り巻く経済環境、市場の動向、為替レートの変動など、今後様々な要因によって予想数値と異
なる可能性があります。

（株式併合後の配当および連結業績予想について）

　当社は、平成30年６月27日開催の第71回定時株主総会において、株式併合について承認可決され、平成30年10月１日を効力発生日として、普通株式２株に
つき１株の割合で株式併合を実施する予定であります。なお、株式併合の考慮前に換算した平成31年３月期の配当予想および連結業績予想は以下のとおりと
なります。

１．平成31年３月期の配当予想

　　１株当たり配当金　第２四半期末　４円50銭（注１）　期末　４円50銭（注２）

２．平成31年３月期の連結業績予想

　　１株当たり当期純利益　第２四半期（累計）　０円00銭　通期　41円40銭

　（注１）第２四半期末の配当は、株式併合実施前の株式数に対して支払われます。

　（注２）株式併合考慮前に換算した配当額です。

　（注３）平成31年３月期の年間配当金（株式併合考慮前）は９円00銭となります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間における我が国の経済状況は、企業業績の緩やかな回復基調が継続しております。

一方、国際情勢においては世界的に景気が安定的に推移しているものの、米国の保守的な姿勢が各国との貿易摩

擦を生じさせており、経済環境への影響が懸念されております。 

このような状況下、当社グループは、中期経営計画「Triangle Plan」（平成28年度～平成30年度）に掲げる

重点戦略を強力に推進し、企業価値の向上および経営基盤の強化を図るとともに受注・売上の確保に努めまし

た。 

この結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績は、売上高が19,958百万円（前年同期比26.3％増）となりま

した。損益面におきましては、営業損失が1,337百万円（前年同期は営業損失2,169百万円）、経常損失は921百万

円（前年同期は経常損失2,017百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は732百万円（前年同期は親会社株

主に帰属する四半期純損失2,125百万円）となりました。 

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 ① 理科学・計測機器事業

電子顕微鏡を中心とした引合いが好調に推移し、売上高は堅調に推移しました。 

この結果、当事業の売上高は13,432百万円（前年同期比 35.6％増）となりました。

 ② 産業機器事業 

電子ビーム描画装置を中心とした受注が好調に推移し、売上高についても堅調に推移しました。 

この結果、当事業の売上高は2,247百万円（前年同期比 23.3％増）となりました。

 ③ 医用機器事業

国内市場における生化学自動分析装置を中心とした引合いが好調に推移し、売上高は堅調に推移しました。 

一方、海外はOEM供給先であるシーメンスからの受注・売上が低い水準にとどまりました。 

この結果、当事業の売上高は4,278百万円（前年同期比 5.2％増）となりました。

 

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末から6,360百万円減少し108,268百万円となりまし

た。主なものとしては、現金及び預金が234百万円増加、受取手形及び売掛金が9,855百万円減少し、たな卸資産が

4,603百万円増加しております。

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末から4,962百万円減少し72,279百万円となりまし

た。主なものとしては、前受金が1,628百万円増加したものの短期借入金の減少4,755百万円および長期借入金の減

少648百万円によるものであります。

一方、当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、利益剰余金の減少に伴い35,988百万円となりました。資産

合計も減少したため、結果として当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は前連結会計年度末から0.6ポイン

ト増加し33.2％となりました。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四

半期連結会計期間の期首から適用しており、前連結会計年度末に係る数値については、当該会計基準等を遡って適

用した後の数値で比較を行っております。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 平成31年３月期の業績予想につきましては、平成30年５月15日に公表しました業績予想に変更はございません。 

なお、当社の売上・利益は第４四半期に集中する傾向があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成30年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 9,939 10,174 

受取手形及び売掛金 30,340 20,485 

商品及び製品 11,622 12,154 

仕掛品 27,945 31,818 

原材料及び貯蔵品 1,784 1,981 

その他 2,631 2,005 

貸倒引当金 △484 △485 

流動資産合計 83,779 78,135 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 6,053 5,958 

機械装置及び運搬具（純額） 1,171 1,001 

工具、器具及び備品（純額） 3,928 3,669 

土地 1,806 1,808 

リース資産（純額） 479 426 

建設仮勘定 158 122 

有形固定資産合計 13,597 12,986 

無形固定資産    

のれん 2,126 2,034 

その他 501 468 

無形固定資産合計 2,628 2,502 

投資その他の資産    

投資有価証券 9,276 8,928 

その他 5,304 5,676 

貸倒引当金 △7 △7 

投資その他の資産合計 14,573 14,598 

固定資産合計 30,799 30,087 

繰延資産 50 46 

資産合計 114,629 108,268 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成30年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 22,842 22,042 

短期借入金 9,615 4,860 

1年内償還予定の社債 576 513 

未払法人税等 773 236 

賞与引当金 1,274 1,899 

その他 17,921 19,106 

流動負債合計 53,004 48,659 

固定負債    

社債 5,160 5,047 

長期借入金 8,048 7,399 

役員退職慰労引当金 151 29 

退職給付に係る負債 9,906 10,070 

資産除去債務 332 333 

その他 638 739 

固定負債合計 24,237 23,620 

負債合計 77,242 72,279 

純資産の部    

株主資本    

資本金 10,037 10,037 

資本剰余金 9,386 9,386 

利益剰余金 17,832 16,665 

自己株式 △538 △539 

株主資本合計 36,717 35,550 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 3,736 3,457 

繰延ヘッジ損益 3 △1 

為替換算調整勘定 △1,382 △1,418 

退職給付に係る調整累計額 △1,687 △1,598 

その他の包括利益累計額合計 669 438 

純資産合計 37,387 35,988 

負債純資産合計 114,629 108,268 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    (単位：百万円) 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年６月30日) 

売上高 15,801 19,958 

売上原価 10,090 12,780 

売上総利益 5,710 7,177 

販売費及び一般管理費    

研究開発費 1,351 1,692 

その他 6,527 6,823 

販売費及び一般管理費合計 7,879 8,515 

営業損失（△） △2,169 △1,337 

営業外収益    

受取利息 6 6 

受取配当金 58 66 

受託研究収入 18 125 

為替差益 76 117 

持分法による投資利益 32 106 

その他 51 55 

営業外収益合計 244 478 

営業外費用    

支払利息 61 39 

売上債権売却損 2 2 

その他 28 19 

営業外費用合計 93 61 

経常損失（△） △2,017 △921 

特別利益    

固定資産売却益 2 43 

特別利益合計 2 43 

特別損失    

固定資産除却損 3 0 

和解金 66 － 

特別損失合計 70 0 

税金等調整前四半期純損失（△） △2,086 △878 

法人税、住民税及び事業税 113 140 

法人税等調整額 △75 △286 

法人税等合計 38 △146 

四半期純損失（△） △2,125 △732 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △2,125 △732 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    (単位：百万円) 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年６月30日) 

四半期純損失（△） △2,125 △732 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 206 △279 

繰延ヘッジ損益 △5 △5 

為替換算調整勘定 200 24 

退職給付に係る調整額 38 89 

持分法適用会社に対する持分相当額 3 △60 

その他の包括利益合計 443 △231 

四半期包括利益 △1,681 △963 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,681 △963 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 

 

－ 6 －

日本電子㈱ (6951) 平成31年３月期 第１四半期決算短信



（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

該当事項はありません。 

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
理科学・計測
機器事業 

産業機器事業 医用機器事業 計 

売上高            

外部顧客への売上高 9,909 1,823 4,068 15,801 － 15,801 

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ － － － － － 

計 9,909 1,823 4,068 15,801 － 15,801 

セグメント利益又は損失

（△） 
△1,698 72 481 △1,144 △1,024 △2,169 

（注）１ セグメント利益又は損失の調整額△1,024百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,024

百万円が含まれております。

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
理科学・計測
機器事業 

産業機器事業 医用機器事業 計 

売上高            

外部顧客への売上高 13,432 2,247 4,278 19,958 － 19,958 

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ － － － － － 

計 13,432 2,247 4,278 19,958 － 19,958 

セグメント利益又は損失

（△） 
△894 0 607 △285 △1,051 △1,337 

（注）１ セグメント利益又は損失の調整額△1,051百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,051

百万円が含まれております。

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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